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平成２７年１１月２日現在  

多賀城市いじめ問題対策連絡協議会等設置条例の概要 

第１章  総則  

１  趣旨  

この条例は、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以

下「法」という。）の規定に基づき、市におけるいじめの防止等（法

第１条に規定するいじめの防止等をいう。以下同じ。）のために市が

設置する組織に関し必要な事項を定めることを趣旨とすること。

第２章  多賀城市いじめ問題対策連絡協議会  

２  設置  

いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を図るため、法第

１４条第１項の規定に基づき、市、教育委員会、学校、宮城県中央児

童相談所、宮城県塩釜警察署、その他の関係者により構成される多賀

城市いじめ問題対策連絡協議会（以下「連絡協議会」という。）を置

くこと。  

（いじめ問題対策連絡協議会 ） 

第 １４条 地方公共団体は、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連

携を図るため、条例の定めるところにより、学校 、教育委員会、児童相談

所、法務局又は地方法務局、都道府県警察その他の関係者により構成さ

れるいじめ問題対策連絡協議会を置 くことができる。 

３  所掌事務  

連絡協議会は、いじめ防止等に関係する機関及び団体の連携その他

いじめの防止等のための対策を推進するために必要な事項に関し、連
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絡及び協議を行うものとすること。

第３章  多賀城市いじめ問題専門委員会  

４  設置  

法第１４条第３項の規定に基づき、教育委員会の附属機関として多

賀城市いじめ問題専門委員会（以下「専門委員会」という。）を置く

ものとすること。  

（いじめ問題対策連絡協議会 ） 

第 １４条 略

２ 略

３ 前 ２項の規定を踏まえ、教育委員会といじめ問題対策連絡協議会との円

滑な連携の下に、地方いじめ防止基本方針に基づく地域におけるいじめの

防止等のための対策を実効的に行うようにするため必要があるときは、教

育委員会に附属機関として必要な組織を置 くことができるものとする。 

５  所掌事務  

専門委員会は、教育委員会の諮問に応じ、いじめの防止等のための

対策、法第２８条第１項に規定する重大事態に係る事実関係その他教

育委員会が必要と認める事項について調査審議し、答申し、又は意見

を具申すること。  

（学校の設置者又はその設置する学校による対処 ） 

第 ２８条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、そ

の事態 （以下 「重大事態 」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の

事態の発生の防止に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその

設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法によ
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り当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとす

る。 

(1 )  いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重  

大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

(2 )  いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席す

ることを余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

６  組織  

(1) 専門委員会は、委員１０人以内をもって組織する。  

(2) 専門委員会の委員（以下この章において「委員」という。）は、  

教育、法律、医療、心理、福祉等についての専門的な知識及び経験

を有する者のうちから、教育委員会が委嘱すること。  

７  任期  

(1) 委員の任期は、２年とすること。ただし、委員が欠けた場合にお  

ける後任の補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とすること。  

(2) 委員は、再任されることができること。

８  委員長及び副委員長  

(1) 専門委員会に委員長及び副委員長を置き、委員の互選によって定  

めること。  

(2) 委員長は、会務を総理し、専門委員会を代表すること。  

(3) 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委  

員長が欠けたときは、その職務を代理すること。  

９  会議  

(1) 専門委員会の会議は、必要に応じて委員長が招集し、委員長がそ  
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の議長となること。ただし、委員長が選出されていないときは、教

育委員会教育長が招集すること。  

(2) 専門委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ、開くこ  

とができないこと。  

１０  関係者の出席  

委員長は、必要があると認めたときは、関係者に対し、出席を求

めて、意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出その他の必要な協

力を求めることができること。  

１１  委任  

この章に定めるもののほか、専門委員会の運営に関し必要な事項

は、委員長が専門委員会に諮って定めること。  

第４章  多賀城市いじめ調査結果検証委員会  

１２  設置  

法第３０条第２項の規定に基づき、市の附属機関として多賀城市

いじめ調査結果検証委員会（以下「検証委員会」という。）を置く

ものとすること。  

（公立の学校に係る対処）  

第３０条 地方公共団体が設置する学校は、第二十八条第一項各号に掲げ

る場合には、当該地方公共団体の教育委員会を通じて、重大事態が発生

した旨を、当該地方公共団体の長に報告しなければならない。 

２ 前項の規定による報告を受けた地方公共団体の長は、当該報告に係る

重大事態への対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため

必要があると認めるときは、附属機関を設けて調査を行う等の方法により、
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第二十八条第一項の規定による調査の結果について調査を行うことがで

きる。 

３ 地方公共団体の長は、前項の規定による調査を行ったときは、その結果を

議会に報告しなければならない。 

４・５ 略

１３  所掌事務  

検証委員会は、市長の諮問に応じ、法第２８条第１項の規定によ

る調査の結果について調査審議し、答申し、又は意見を具申するこ

と。  

（学校の設置者又はその設置する学校による対処 ） 

第 ２８条 学校の設置者又はその設置する学校は、次に掲げる場合には、そ

の事態 （以下 「重大事態 」という。）に対処し、及び当該重大事態と同種の

事態の発生の防止に資するため、速やかに、当該学校の設置者又はその

設置する学校の下に組織を設け、質問票の使用その他の適切な方法によ

り当該重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を行うものとす

る。 

(1 )  いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重

大な被害が生じた疑いがあると認めるとき。 

(2 )  いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を欠席す

ることを余儀なくされている疑いがあると認めるとき。 

２・３ 略  

１４  組織  

(1) 検証委員会は、委員５人以内をもって組織すること。  
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(2) 検証委員会の委員（以下この章において「委員」という。）は、  

教育、法律、医療、心理、福祉等に関し専門的な知識及び経験を有

する者のうちから、必要の都度、市長が委嘱すること。  

(3) 委員の任期は、委嘱の日から前条に規定する所掌事務が完了する  

日までとすること。  

１５  準用  

８委員長及び副委員長、９会議、１０関係者の出席、１１  委任

までの規定は、１４組織の検証委員会について準用すること。この

場合において、８の規定中「専門委員会」とあるのは「検証委員会」

と、９会議の規定中「専門委員会」とあるのは「検証委員会」と、

「教育委員会教育長」とあるのは「市長」と、１１委任の規定中

「専門委員会」とあるのは「検証委員会」と読み替えるものとする

こと。  

１６  附則  

この条例は、公布の日から施行すること。  

※   は、いじめ防止対策推進法の一部抜粋です。  
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